
 
 

         平成 20 年度（平成 21 年 3 月 31 日現在）貸借対照表 
ぜんち共済株式会社 

                                 （単位：千円） 
科   目 金 額 科   目 金 額 

（資産の部） 
現金及び預貯金 
 現金 
 預貯金 
有形固定資産 
 建物 
 動産 
無形固定資産 
ソフトウェア 

再保険貸 
その他資産 
 前払費用 
 未収入金 
 仮払金 
 預託金 
 その他の資産 
繰延税金資産 
供託金 

 
73,391 

52 
73,338 

   3,116 
   2,581 

535 
7,485 

    7,485 
40,064 
31,395 

        4 
   23,560 

42     
6,440 

    1,348     
   27,665 

10,000 

（負債の部） 
保険契約準備金 
  支払備金 
 責任準備金 
再保険借 
その他負債 
 未払法人税等 
 未払費用 
 預り金 
 仮受金 
  負債の部合計 

 
   103,925 

   9,661     
    94,264 

41,942 
4,229 

       180 
     4,008 
        26 
        15 
   150,097 

 （純資産の部） 
資本金 
利益剰余金 
 その他利益剰余金 
  繰越利益剰余金 
株主資本合計 
  純資産の部合計 

 
    94,600 
 △51,577 
  △51,577 
 △51,577 
   43,022 

43,022   
資産の部合計  193,119 負債及び純資産の部合計    193,119 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

（貸借対照表の注記） 
1. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産の減価償却は、定率法によっております。 

(2) 無形固定資産に計上しているソフトウェアは、社内における利用可能期間（5 年）

に基づく定額法によっております。     

2. 消費税及び地方消費税 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、当事業年度から免税事業者になったため税込

方式に変更しております。この変更により当期の経常損失は、397 千円減少しておりま

す。 

3. 繰延資産 

株式交付費用は、支出時に全額費用として処理しております。 

4. 有形固定資産の減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額は、1,485 千円であります。 

5. 繰延税金資産 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、税務上の繰越欠損金 19,874 千       

円、異常危険準備金 5,551千円、支払備金 2,034千円であります。 

また、当期における法定実効税率は、35.19％であります。 

6．出再支払備金及び出再責任準備金 

保険業法施行規則第 211条の 52において準用する規則第 73条第 3項において準用する 

同規則 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支

払備金」という。）の金額は、22,543千円であり、保険業法施行規則第 211条の 52にお

いて準用する規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金

（以下「出再責任準備金」という。）の金額は、69,819 千円であります。 

7. 一株当たりの純資産額 

一株当たりの純資産額は、5,073 円 37銭であります。 

8. 金額の単位 

金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 



 

              平成 20 年 4 月 1 日から 
      平成 20 年度                損益計算書 

平成 21 年 3 月 31 日まで 
ぜんち共済株式会社 

（単位：千円） 
      科     目    金   額 
経常収益 
 保険料等収入 
  保険料 
  再保険収入 
   回収再保険金 
   再保険手数料 
   再保険返戻金 
資産運用収益 
 利息及び配当金等収入 
その他経常収益 

  その他の経常収益 

             605,576     
605,477       

           408,616 
196,860 
79,203 

117,587 
69 
97 
97                
1 
1 

経常費用 
 保険金等支払金 
    保険金 
  解約返戻金 
  再保険料 
 責任準備金等繰入額 
  支払備金繰入額 
  責任準備金繰入額 
 事業費 

営業費及び一般管理費 
  税金 
  減価償却費 

636,788 
                399,276 

113,148 
 96 

286,031     

103,925 
9,661 

94,264 
133,585 
126,767 

4,623 
2,195 

経常損失             31,211 
税引前当期純損失 
法人税及び住民税 
法人税等調整額 
法人税等合計 
当期純損失 

31,211 
180 

△10,911 
△10,731 

20,479 
 



 

（損益計算書の注記） 
1. 損益計算書の表示方法の変更 

保険業法施行規則別紙様式が改正されたことにより、以下のとおり表示方法を変更して 

おります。 

なお、この変更による経常損失の金額の影響はありません 

  (1) 前年度において区分掲記していた「保険引受収益」は、「保険料等収入」として表

示しております。 

  (2) 前年度において区分掲記していた「保険引受費用」は、「保険金等支払金」及び「責

任準備金等繰入額」に区分して表示しております。 

  (3) 前年度において区分掲記していた「営業費及び一般管理費」、「税金」及び「減価

償却費」は、事業費とし、その内訳科目として表示しております。 

   (4) 当年度から「法人税等調整額」の下に「法人税等合計」の項目を設け表示してお

ります。 

2. 正味収入保険料 

   正味収入保険料は、122,558 千円であります。 

3. 正味支払保険金 

  正味支払保険金は、33,944 千円であります。 

4. 出再支払備金繰入額及び出再責任準備金繰入額 

  支払備金繰入額の計算上差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は、22,543 千     

円であり、責任準備金繰入額の計算上差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は、    

69,819 千円であります。 

5. 利息及び配当金収入 

利息及び配当金収入の発生内訳は、預金利息であります。 

6. 一株当たりの当期純損失 

一株当たりの当期純損失は、2,415 円 08銭であります。   

7. 金額の単位 

金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

 


